
様式第１（第３条関係）（表面） 

特定施設（有害物質貯蔵指定施設）設置（使用、変更）届出書 

令和 ４年 ５月 １日 

○○保健所長 殿 

届出者 

島根県大田市長久町長久ハ7-1 

株式会社 県央旅館 

代表取締役 県央太郎 

  水質汚濁防止法第５条第１項、第２項又は第３項（第６条第１項又は第２項、第７条）の規定によ

り、特定施設（有害物質貯蔵指定施設）について、次のとおり届け出ます。 

工場又は事業場の名称 県央旅館 ※整 理 番 号  

工場又は事業場の所在地 大田市長久町長久ハ7-1 

※受理年月日 

年 月 日

第
５
条
第
１
項
関
係

特定施設の種類 
66の３ イ ちゅう房施設 
     ロ 洗濯施設 

ハ 入浴施設
※施 設 番 号  

有害物質使用特定施設の該当
の有無 

 有 □   無   ※審 査 結 果  

△特定施設の構造 別紙１のとおり。 ※備 考  

△特定施設の設備（有害物質使
用特定施設の場合に限る。） 

別紙１の２のとおり。 

△特定施設の使用の方法 別紙２のとおり。 

△汚水等の処理の方法 別紙３のとおり。 

△排出水の汚染状態及び量 別紙４のとおり。 

△排出水の排水系統別の汚染
状態及び量 

別紙５のとおり。 

△排出水に係る用水及び排水
の系統 

別紙６のとおり。 

第
５
条
第
２
項
関
係

有害物質使用特定施設の種類   

△有害物質使用特定施設の構
造 

別紙７のとおり。 

△有害物質使用特定施設の使
用の方法 

別紙８のとおり。 

△汚水等の処理の方法 別紙９のとおり。 

△特定地下浸透水の浸透の方
法 

別紙10のとおり。 

△特定地下浸透水に係る用水
及び排水の系統 

別紙11のとおり。 

工事着手の６０日前までに届出が必要 

水質汚濁防止法第９条第 1項） 

事業場の所在の分かる図面を添付 

※記載例１ 位置図 参照 

水質汚濁防止法施行令別表第１に

掲げる号番号及び名称を記入 

押印不要 

この記載例は有害物質使用特定

施設、有害物質貯蔵指定施設で

はなく、かつ日平均排水量が

50m3未満の事業場を対象にして

います。そのため非該当部分に

ついては斜線をしています。 

届出書：記載例 
























